
2023年12月19日

実施プロジェクト

株式会社ぐるなび
代表取締役社長 杉原 章郎

農業副産物を活用した高機能バイオ炭の製造・施用体系の確立

経済産業省 産業構造審議会
グリーンイノベーションプロジェクト部会
産業構造転換分野WG 説明資料

資料６



ぐるなびの本プロジェクトに関する基本方針
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ブランド・ステートメント
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ぐるなびのネットワーク

独自の「ネットワーク」「情報資産」を活かし、豊かな食の未来の実現に貢献

官公庁・自治体等

顧客ネットワーク ユーザーネットワーク

月間UU 約370万人
掲載施設数約37,000店

会員数約2,500万人
(楽天ID連携:787万人)
月間UU 約3,800万人

メーカー

生産者
サプライヤー

【食を通じた地域活性化】

飲食店
有料加盟店 約4.3万店

【インストアプロモーション】

【共同配送・需給最適化】

【訪日外国人向け情報発信】

商業施設等

【データマーケティング】

【飲食店情報/ネット予約】
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ぐるなびの取り組み事例

ECチャネルの運営 フードホールプロデュース 自治体との連携 企業タイアップ

【店舗開発・メニュー提供】
コンセプト店舗出店形式を中心として
全国展開し、食の需要機会を創出

【飲食店向け業務用野菜の販売】
首都圏を中心に産地直送の新鮮野菜を

飲食店に販売する卸へ出資

【選りすぐりの逸品を提供するECサイト運営】
日本全国の厳選された国産農畜産物、

逸品グルメを販売

【Premium Meal Kitの販売】
厳選された素材、トップシェフ秘蔵のレシピ、
名店だけの感動を自宅で楽しめる体験型の

価値提供

【全国16自治体へ社員を派遣】
生産者や飲食店、宿泊施設等事業者と
連携した魅力創出・地域活性化支援

【行政と連携した地域活性化】
鳥獣被害対策や農村の地域活性化に
資する国産ジビエ等の消費拡大

【航空会社の機内食を監修】
次代を担う料理人たちのクリエイティブ・ラボ
「CLUB RED」がオリジナル機内食を監修

【大手カード会社の会員向け限定サービス】
予約困難な人気店に来店できる特典や

期間限定のポイント還元キャンペーンの提供

フードサプライのネットワーク化
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中期事業方針（2024年3月期～2026年3月期）
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「サステナビリティ」に関する取り組み
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農業生産領域に取り組む背景

日本農業を取り巻く課題

①人・農地の構造変化
・農業従事者は年間約6万人のペースで減少、1経営体あたりの経営規模の拡大

・平均年齢は平成の30年間で約10歳高齢化

・農地はピーク時から約176万ヘクタール減少

②自然災害の多発
・地球温暖化等による自然災害が世界規模で発生

・自然災害による農林水産関係の被害額総額は1,955億円（令和3年）

③世界的な人口増加
・世界の人口は増加傾向、2050年には97億人となる予測

・穀物・資材原料などの国際的な調達競争が激化

④SDGsや「みどりの食料システム戦略」への対応
・カーボンニュートラルの実現への対応

農業・食関連産業におけるデジタル技術の活用課題

①生産現場
・データを活用した農業経営を行う農業者は全体の2割以下

・データ活用による経営改善の取組促進や負担の軽減等を進める必要

②農村地域
・デジタル技術の活用による農村地域の課題解決や地域資源の活用

③流通
・共同配送、混載や、最適な輸送経路の選択等にデジタル技術の活用が進んでいない

④消費
・消費者ニーズに多様化（単身世帯・共働き世帯の増加、食の簡便化等）

・コロナ禍による食に対する意識変化、価値観・行動の変容

・農業者と流通・小売業者・消費者との接点は限定的

・川上から川下までデータでつなぎ、農産物等に係る情報を可視化する仕組みの構築

ぐるなびのTopics
2021年5月26日
事業内容に関する定款を
一部変更
▶農業関連事業に参入

【求められる課題への対応】
⚫ 農業者の高齢化・労働力不足等の社会変容に対応しつつ、生産性を向上させ、農業
の成長産業化に貢献

⚫ データを活用し、消費者ニーズを起点として、農業経営の高度化や生産から流通・加工、
販売など、食と農に関わる様々な活動の支援
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ぐるなびの事業ポートフォリオにおける農業事業の位置づけ

食のバリューチェーン

消費者飲食店卸売/小売
会員数約2,500万人

(楽天ID連携:787万人)

有料加盟店 約4.3万店

(市場規模 約49万店)

メディア事業
(ネット予約・送客)

モバイルオーダー事業
(店内店外・メニューdata)

JA・農家向け
栽培出荷管理サービス事業 フードサプライ事業

新規
事業

新規
事業

消費から生産へ

フードロス削減
エシカル消費
情報発信

地産地消
共同配送
需給最適化

GHG固定した
農法普及
需要予測

ぐるなび独自の情報資産を活かし「食」と深い関わりを持つヒト・モノ・コトをつなぎ合わせることで、実需者・消費者が農産物に
求める価値情報等の分析を通じ、農産物の購買行動を喚起する「食のバリューチェーン」の構築を目指す

農業者
（JAの正組合員）

約410万人

農業協同組合
535JA
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食のバリューチェーンでつながる「食」と「農」のイメージ

実需者・消費者産地

生産

農業者
（JAの正組合員）

約410万人

農業協同組合
535JA

集荷 出荷

飲食店
卸売/小売

有料加盟店 約4.3万店

(市場規模:約49万店)

消費者

会員数約2,500万人

(楽天ID連携:787万人)

販売
提供

環境配慮農法を支援する「デジタル基盤」

✔ 市場動向や消費動向等を踏まえたマーケットインの
考え方に基づく生産販売の強化

✔ 農業者の栽培管理情報を蓄積し、営農指導や集出荷
管理を高度化

栽培管理支援

環境価値情報
デジタル化支援

農産物購入情報の管理システム

✔ トレーサビリティや環境価値情報を確保
✔ 環境価値情報へのアクセス機会提供
✔ 実需者ニーズを分析

連携

実需者・消費者に環境価値を訴求

デジタルを活用した環境配慮型産地の育成

環境価値農産物の需要を喚起し消費者の行動変容を促進

農産物
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「食のバリューチェーン」構築のための4つのステップ

• 農業生産・流通プラットフォームの構築を4つのステップで進行中
• プラットフォームの基礎部分となる「ぐるなびアグリサービス」を開発
• 農業分野のデジタル化を推進し、生産現場の脱炭素の取り組みを牽引

Step1
JA業務の効率化

・高度化

JAとの実証実験（2021年2月-）

スマート商流（2021年8月-）

戦略的スマート農業（2022年5月-）

農家入力をサポートする機能

入力モチベーションをあげる機能

JAの営農業務のデジタル化

機能

出荷予測

出荷データの連携による販促

購買データを活用した出荷計画

機能

需要予測と計画生産

データ連携による物流効率化

農産物の価値見える化

機能
継続実証中

「ぐるなびアグリサービス」
の開発

「スマート商流」
（2021-2022年度）

「戦略的スマート農業」
（2022-2024年度）

脱炭素への取り組み
「グリーンイノベーション基金」

（2022-2030年度）

Step2
JAの販売高向上①

実証実験終了

Step3
JAの販売高向上②

Step4
脱炭素への取組み

GI基金（2023年2月-）

高機能バイオ炭の需給マッチング

J-クレジット申請の効率化

環境価値農産物の価値評価/流通

機能

実証実験中

研究開発開始



本プロジェクトの概要
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プロジェクトの特長とコンソーシアム内における各主体の役割分担

農作物の収量性が概ね2割程度向上する高機能バイオ炭等を開発することにより、農地１ha当たり年間3トン程度（バイオ炭

量換算で1.9トン/ha程度）のCO2を持続的に農地炭素貯留できる営農技術等及び農地炭素貯留の取り組みによって生産

された農産物の「環境価値」を客観的に評価する手法を確立
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研究開発の全体戦略

有用微生物の探索・同定・
培養法の確立
（片倉、農研機構）

拡大

労働費

（支出）

単収×単価

（収入）

その他物財費

肥料・
農薬等

バイオ炭施用費

労働費

（支出）

単収×単価

（収入）

その他物財費

肥料・
農薬等

バイオ炭施用費

圧
縮

農業者の収支（現状） 本プロジェクトにおける開発戦略

赤字

高効率バイオ炭製造技術の
開発（ヤンマーエネルギーシステム）

高機能バイオ炭等の現地製
造・実証（現地JA）

高機能バイオ炭の農地施用
体系等の確立
（全農、農研機構、ぐるなび）

J-クレジット

バイオ炭と有用微生物等を
組み合わせた高機能バイオ
炭の開発（農研機構、片倉）

バイオ炭の連年施用に伴う
農作物影響調査
（農研機構）

高機能バイオ炭施用効果の
現地実証試験
（農研機構、全農、ぐるなび）

環境価値評価手法の開発
（農研機構）

環境価値評価システムの
検討・開発
（農研機構、ぐるなび）

J-クレジット

移行

①バイオ炭の製造・施用コストを削減するとともに、②有用微生物の生育促進効果を付加し、農作物の収量性を向上させる。さら
に、③GHG削減に貢献する農産物であるといった環境価値を見える化し、当該価値を取引価格に適正に反映することで、バイオ炭
農法の収益性を改善し、農業者の導入インセンティブを付与
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事業戦略・事業計画／全体ビジネス構想

原料バイオマス（イネもみ殻等）が集積するカントリーエレベータ等に高機能バイオ炭製造（配合）拠点を設置し、地産地消型で
高機能バイオ炭を製造し、農地炭素貯留の取組を全国推進

農業者・農業法人

環境農産物の価値を消費者へ訴求

高機能バイオ炭

環境価値農産物の委託販売
（米麦等）

バイオ炭製造

現地ＪＡ

バイオ炭等の地域間融通、
J-クレジット申請等の斡旋

カントリーエレベータ（約900基）
ライスセンター（約3,700基）

高機能バイオ炭の製造（配合）拠点

連携全農

ぐるなび

片倉コープアグリ
ヤンマーエネルギー

システム

微生物資材 バイオ炭製造設備

海外展開

農産物の収量向上、J-クレジット創出



本プロジェクトにおける
ぐるなびの取り組み
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ぐるなび独自の生産現場への提供価値

①農業現場のDXを推進
②農業由来カーボンクレジットの

創出・推進

農地炭素貯留
副収入の確保

• 「J-クレジット制度」を通じた環境配慮農法の

新たな収益機会の創出

• バイオ炭の農地施用等、GHG削減と経済性と

備えた農業モデルの開発が進展

• 農業者等の事務負荷を大幅に軽減するJ-クレ

ジットの申請システムを開発予定

③環境価値農産物の
データプラットフォームの構築

• エシカル消費やフードロス削減等への関心の高まり

• 食品メーカーや小売による脱炭素・SDGsを踏ま

えた原材料調達の取組みを強化

• ぐるなびの取引先（飲食店）やユーザー（消費

者）に対し、環境農産物の価値を訴求し、産地

とともに適正な価格形成を推進

生産現場のDX実現を短・中期で推進し、環境配慮農法によって生産された農産物の「環境価値」を適正に評価し、消費者と

関連事業者が共に支え合う「食のバリューチェーン」を構築し、食と農の持続可能な発展に貢献

• 農業者の営農活動に精通し、複数JAの栽培・

出荷管理情報のデジタル化を推進

• JAの営農指導員と農業者との共同で栽培・出荷

管理システム「ぐるなびアグリサービス」を開発

• 「農産物の需要予測モデル」や「販売シュミレーシ

ョン」等、実証段階の最新農業技術と連携予定
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グリーンイノベーション基金事業において開発するシステム

環境価値評価システム

• 農産物に付与された評価結果（環境価値）が保持されたまま

集出荷が行われる仕組みを構築

• 2025年度内に、農地１筆単位でGHG評価を行うことが可能

なWebシステムを開発

バイオ炭等のICT地域間融通システム

CO2

メタン

一酸化
二窒素

農研機構
環境評価アルゴリズム

ぐるなび

環境価値スコア等を
消費者訴求

農地炭素貯留
副収入の確保

高機能バイオ炭
需給最適化

• 産地におけるバイオ炭の需給予測に基づく需給マッチング、バイオ

炭のLCA情報管理（DX化）及びJ-クレジット申請・公開する

仕組みを構築

• 2024年度末までに、Webシステム（プロトタイプ）を開発

高機能バイオ炭の広域的普及を推進する目的で、原料バイオマス
であるもみ殻や製造されたバイオ炭を地域間で融通・需給調整する
と共に、活動をDX化することで簡便にJ-クレジット創出へ繋げるシス
テムを開発

インターネット上から農業者等が自らの営農実態（農作物の種類
や農地１筆毎の土壌条件等）やバイオ炭及び高機能バイオ炭の
施用量に応じ、生産された農作物の環境価値を総合的かつ客観
的に評価できるシステムを開発



バイオ炭等のICT地域間融通システムの開発進捗とイメージ

バイオ炭等の
ICT地域間融通

システム

産地A

高機能バイオ炭

バイオ炭施用
による栽培

環境配慮型
産地の育成

産地内での
資源循環促進

現地JA等農業者

バイオ炭プラント

環境価値農産物

営農指導

産地B

原料(もみ殻等)高機能バイオ炭

バイオ炭施用
による栽培

環境配慮型
産地の育成

産地内での
資源循環の促進

現地JA等農業者

バイオ炭プラント

営農指導

産地C

原料(もみ殻等)高機能バイオ炭

バイオ炭施用
による栽培

環境配慮型
産地の育成

産地内での
資源循環の促進

現地JA等農業者

バイオ炭プラント

営農指導

近隣産地間における
資源循環の促進

原料/製品

原料/製品 原料/製品

融通融通

融通

バイオ炭の
LCA情報

バイオ炭の
LCA情報

バイオ炭の
LCA情報

バイオ炭の
LCA情報

J-クレジット

登録簿システム

企業

J-クレジット
申請・認証・管理

J-クレジット販売J-クレジット販売
データ（代金）

貯留されたCO2を
J‐クレジット化

(2025)実証実験プロトタイプ
(2027)完成。実際にJA・農業者がクレジット収益が
得られることを検証・確認
(2030)全国レベルのシステム基盤

現地JA等

ぐるなび

CO2削減情報
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JA段階での適合性が高いシステムにすべく、100超のJAに調査を実施し、バイオ炭の原料取得から製造・施用まで

の情報（J-クレジット申請に必要な情報を含む）を一元管理する仕組みを構築中
進捗

原料(もみ殻等)

環境価値農産物 環境価値農産物
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研究開発の進捗状況（バイオ炭等のICT地域間融通システム）

直近のマイルストーン研究開発内容 開発進捗 進捗度

高機能バイオ炭の
農地施用体系等の
確立

２－②
2023年度末
・バイオ炭関連情報の取得管理に関する
デジタル基盤の調査
・バイオ炭原料の発生・処理およびバイオ
炭の製造・輸送・農業者による施用まで
のフロー整理
・バイオ炭の施用情報とLCA情報を用い
たJ-クレジット申請のデジタル化

○
計画通り進行している。
・100超のJAにアプローチ
し、調査および回答を収
集し分析を行った。
・洗い出されたシステム機
能への要求の詳細化を
行っている。
・社内レビューを経て開発
に着手している。

・JAの営農経済業務の現場において適合性が高いシステム
となるよう、JA段階におけるデジタル活用ならびに原料バイ
オマスの発生状況、バイオ炭の製造状況等の調査を実施
した。
・上記の調査と並行し、バイオ炭の需給最適化に係る予測
値管理とバイオ炭の農地施用によるLCAのエビデンスをJ-ク
レジット申請や環境価値評価と連携する実績値管理に関
するシステム概観図を作成した。
・2025年度システム運用試験に必要なプロトタイプ開発
（原料バイオマスであるもみ殻や製造されたバイオ炭を、地
域間で融通・需給調整するためのWebシステム）のための
機能要求を9月末に完了した。
・J-クレジット申請に必要な営農における各種エビデンスの
取得方法の検討とシステム機能要求への反映を実施し、
プロジェクト申請およびモニタリング報告機能など、個別の
機能要件を詳細化したものから仕様策定を行った。
＜システム機能・要件定義のフローと状況＞
①機能要求→②要件定義→③仕様策定→
④デザイン制作、システム開発→⑤動作テストの順で進行
-（①完了）原料、バイオ炭の需給最適化、J-クレジット申請の
ためのエビデンス取得機能、J-クレジット申請用CO2算出式定義

-（②進行中）J-クレジット認証申請（モニタリング報告）機能
‐（③進行中）J-クレジット プロジェクト申請機能
-（④⑤進行中）ログイン、アカウント発行機能
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環境価値評価システムの開発進捗とイメージ

営農情報登録 適正バイオ炭
施用量の提示

土壌
ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘｰ
PRO

産地
実需者・消費者

環境価値評価指標の
算出のためのロジック

環境価値評価
システム土壌環境・肥効等の情報

高精細度の土壌図・土壌環境情報と
連携したデジタル基盤を構築

栽培過程・
集出荷情報

環境価値やバイオ炭の適正施用量を算出するため
の各種インプット情報を、他システムとの連携により取
得。また、算出された評価結果(環境価値情報)と
農産物とを紐づけ

アルゴリズム

適正バイオ炭
施用量情報

環境価値情報

流通
(食品卸等）

環境価値農産物の流通情報
連携(トレーサビリティ確保)

項目a

項目b

項目c

項目d

項目e

項目f

農産物購入情報
の管理システム

実需者ニーズ
を分析

(農業データ連携基盤)

食品小売・
飲食店等

農産物
購入履歴

環境価値情報を
訴求する仕組みの構築

実需者・消費者に展開

農業者による栽培管理やJAによる
営農指導・集出荷管理等を支援

「環境価値評価システムの検討・開発」

「環境価値評価手法の開発」

農業者・JA向けインターフェース

栽培・出荷管理システム

：GI基金事業により開発・拡張

「バイオ炭の連年施用に伴う農作物影響調査」

農業者・JA等へのデジタルリテラシー、国内外の環境配慮農法支援システム、サプライチェーンにおける環境価値等情

報管理のデジタル化に関する調査を実施し、バイオ炭施用農地に対応させた評価モデルとして結果取得、GHG推計

モデル計算に必要な入力情報、WEB-API仕様などのシステム構築に必要な要素を農研機構と検討中
進捗
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研究開発の進捗状況（環境価値評価システム）

環境価値評価シス
テムの検討・開発

直近のマイルストーン研究開発内容 開発進捗 進捗度

２－⑤
2023年度末
・ 環境価値評価手法の開発（農研機
構）及び全国土壌データベースの開発
（農研機構）１の研究成果を環境価
値評価システムとして開発するための要
件研究
・農業関連事業者及び国内外フードサプ
ライチェーンのデジタル化対応状況・事
例の調査
・JAの営農経済業務の調査

・2023年6月より農研機構・ぐるなびでWGを発足させ、
環境価値評価手法の開発（農研機構）及び全国土壌
データベースの開発（農研機構）の研究成果をバイオ炭
施用農地に対応させた評価モデルとして結果取得、 GHG

推計モデル計算に必要な入力情報、WEB-API仕様など
を検討している。
・JA・農業者へのデジタルリテラシー、国内外の環境配慮農
法支援システム、サプライチェーンにおける環境価値等情報
管理のデジタル化に関する調査を実施した。
・本研究開発に参画予定のJAを対象として、農業生産構
造、組合員動向、営農経済業務等の基礎調査を開始し
た。

○
計画通り進行している。
・機能の洗い出しとシステ
ムのアウトラインの作成に
着手している。
・栽培・出荷管理システ
ムの機能要件の検討に
向けた基礎調査を行う。
・対象先への調査を実施
している。
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（補足）採択条件に対する取組状況

取組状況採択条件

圃場での実証を担う現地実証地区を早期に選定し、再委託先を含めた実
施体制を確定もしくは実施体制を確定する時期を明確にした実施計画にす
ること。

【実施計画書（抜粋）】

１．実施計画の細目（手法・手段・研究場所等）
(2)研究開発内容
（中略）なお、現地JAについては、委託事業期間に圃場での現地実証を行う現地JAは
2023年度開始までに、助成事業期間に高機能バイオ炭の現地製造・実証を担う現地
JA は2025 年度末までに決定することとする。その他、圃場を用いた現地実証を実施す
る地区については、2025 年度から2030 年度までに随時拡大していくこととし、各現地実
証事業開始の前年度末までに決定することとする。

研究開発内容１：「イネもみ殻等高機能バイオ炭の開発」
【参考】
１－④ 高機能バイオ炭等の現地製造・実証（実施体制：現地JA（追加参加））
（中略）本研究開発内容を担当する現地JAについては、カントリーエレベーターの配置状
況や高機能バイオ炭の開発状況を踏まえ、2025年度末までに決定（全国10ヵ所程度
を想定）し、2027年度の助成事業（２／３助成）開始に向け、2026年度から準備
を開始する。

• ２－②－１ 原料もみ殻の収集からバイオ炭の製造（配合）、農地施用まで
の実用的な施用体系の確立 (実施体制：全農(2022年度～2027年度))
– 2022年度に施用体系の現地実証に向け、候補先JA等との連絡調整を行い、2023年

度の実証JAをJA滋賀蒲生町（滋賀県東近江市）に決定、現地実証試験を開始。
– 2024年度からは、上記JAに加え、JAいるま野（埼玉県川越市）、JA熊本うき（熊本

県宇城市）において現地実証試験を開始すべく調整中。
＜参考：各JAとのステータス＞

JA滋賀蒲生町 2023年９月15日 再委託契約締結
JAいるま野 再委託契約締結に向け協議中
JA熊本うき 再委託契約締結に向け協議中

• ２－③ー２ 各種栽培技術体系に関する現地適応性の評価及び改良
(実施体制：農研機構(2025年度～2027年度))

– 2025年度の現地実証に向けて、現地JA等の候補をリストアップ中。

• ２－③－４ 開発された技術体系・環境価値評価システム等の実証
(実施体制：ぐるなび(2028年度～2030年度))

– 2-③-2の成果を踏まえ、高機能バイオ炭の開発状況、作目と地域のバランス、現地JA
等の意向を勘案しつつ、コンソーシアムで検討中。

• １－④ 高機能バイオ炭等の現地製造・実証
(実施体制：現地JA (2027年度～2030年度))

– 2023年度上期にぐるなびにおいて実施した調査（JA 段階におけるデジタル活用、原料
バイオマスの発生状況、バイオ炭の製造状況等）の結果等を踏まえ、高機能バイオ炭の
製造から農地施用ならびにデジタル基盤を活用した営農情報の蓄積等が適切に行える
現地JA等を検討中。

– 今後、コンソーシアムとして情報発信に取り組み、JA等に参画を呼び掛け。
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イノベーション推進体制

プロジェクト責任者と担当部署
• 事業にコミットする経営者

– 杉原 章郎：代表取締役社長
• プロジェクト責任者

– 田村 敏郎：常務執行役員 研究開発・プロダクトデザイン
部門を統括

• プロジェクトリーダー
– グリーンイノベーション事業推進部長
– グリーンイノベーション事業推進部：事業開発・事業推進を

担当（PJ専任13人、併任10人規模）
– 開発部：システム開発・システム障害対策を担当（PJ専任

13人規模）
– プロダクトデザイン部 Agriグループ：システムのUI/UXデザイ

ンを担当（PJ専任8人規模）
- コーポレート部門：事業継続計画（災害緊急時）、

TCFD（気候関連財務情報）等の対応を担当
- 戦略推進室：GI事業の社会実装/標準化戦略を担当

部門間の連携方法
• 週次プロジェクト内定例にて各タスクの進捗確認を実施
• 役員会議にて案件全体の進捗報告を実施
• 各組織長間で資源投入に関する調整を実施

組織内の役割分担組織内体制図

ステアリングコミッティ

専務執行役員 山田 晃久
常務執行役員 越川 直紀

プロジェクトリーダー

戦略推進室

社会実装/標準化戦略
を担当

開発部

システム開発を担当

プロダクトデザイン部

システムUI/UXを担当

コーポレート部門

経営企画部
法務コンプライアンス部
管理部

常務執行役員 田村 敏郎
（事業にコミットする経営陣）

プロジェクト責任者

代表取締役社長 杉原 章郎

事業にコミットする経営者
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経営戦略における事業の位置づけ

経営判断が行われる会議等での議論 ステークホルダーに対する公表・説明

• 情報開示の方法
– 当社は、気候変動に係るリスク及び収益機会が当社の事業活動や収益等に
与える影響の開示については、例えば、燃料費や食材費の高騰等が飲食店の
経営に打撃を与え、ひいては当社の経営成績にも影響を及ぼす可能性も考え
られることから、TCFD（気候関連財務情報 開示タスクフォース）の枠組みも
ふまえて取り組みを進めていく

– 環境配慮農法支援事業に関する研究開発計画や実証内容、サービスローン
チ等について、プレスリリース等を通じて対外的に公開を行う
※GI基金事業についても、採択決定の時点で対外公開を予定

• ステークホルダーへの説明
– 当該事業の見通し・リスクに関しては、毎期の有価証券報告書にて投資家や
金融機関等のステークホルダーに対して説明予定

– 環境価値農産物の需要家やJ-クレジットの需要家等のステークホルダーに対し、
環境配慮農法支援事業の進捗状況について、公開可能な範囲にて情報提
供を行うことを予定

• カーボンニュートラルに向けた全社戦略
【外食産業全体のカーボンニュートラル推進】
– 当社は飲食店に対しカーボンニュートラルに寄与する「サスティナブル経営」
の啓蒙・情報提供を行うとともに、具体的なアクションプラン（例：食品ロス
対応、環境配慮食材・資材の提供、等）を提示し、外食産業における
カーボンニュートラルへの取り組みを支援していく方針

【消費者へのエシカル外食の普及】
– エシカルな基準で店を選択することが新たな価値観として定着するよう、
「ぐるなび」ユーザー（消費者）に対し飲食店のカーボンニュートラルへの
取り組みや環境配慮食材・資材の使用状況による飲食店検索機能の
提供等、エシカル外食の普及を進めていく方針

• 事業戦略・事業計画の決議・変更
– 当該事業の進捗状況を重要な意思決定の場である役員会議にて定例的
にフォローしており、事業環境の変化等に応じて適宜見直しが行える環境に
て推進

– 事業について決議された内容に関しては、随時社内の関連部署に対して
迅速に周知

経営戦略の中核において環境配慮農法支援事業を位置づけ、広く情報発信
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